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１．平成23年12月期の連結業績（平成23年１月１日～平成23年12月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 15 △61.9 △186 ― △199 ― △5,527 ―

22年12月期 40  △42.0 △201 ― △237 ―  △677 ―

(注) 包括利益 23年12月期 △5,635百万円(―％) 22年12月期△1,383百万円( ― ％)

１株当たり 
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年12月期 △4.06 ― △214.6 △7.2 △1,205.8

22年12月期 △0.50 ― △11.1 △3.7  △498.7

(参考) 持分法投資損益 23年12月期 ―百万円 22年12月期 ―百万円

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 26 △242 △925.4 △0.18

22年12月期 5,496 5,393 98.1  3.96

(参考) 自己資本 23年12月期 △242百万円 22年12月期 5,393百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年12月期 △193 ― 183 5

22年12月期 △276 632 △342 15

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額 
(合計)

配当性向 
(連結)

純資産
配当率 
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―

22年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 0 ― ―

 23月12月期 
(予想)

― 0.00 ― 0.00 0.00 ―

３．平成24年12月期の連結業績予想（平成24年1月1日～平成24年12月31日）
(％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 7 △16.1 △117 ― △119 ― △120 ― △0.09

通 期 14 △6.7 △194 ― △200 ― △201 ― △0.15



  

 

 
   (注) 詳細は、16ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

 
   (注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、28ページ「１株当たり情報」をご覧く

ださい。 

 

 
  

 
（２）個別財政状態 

 

 
  

・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点におい
て、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。 

  

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的
であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性が
あります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付
資料2ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 

４．その他
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 有

 ② ①以外の変更 ： 有

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 23年12月期 1,362,999,999株 22年12月期 1,362,999,999株

② 期末自己株式数 23年12月期 82,214株 22年12月期 81,601株

③ 期中平均株式数 23年12月期 1,362,917,832株 22年12月期 1,362,920,537株

(参考) 個別業績の概要
１．平成23年12月期の個別業績（平成23年1月1日～平成23年12月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年12月期 15 △61.9 △185 ― △198 ― △5,602 ―
22年12月期 40 △42.0 △219 ─ △231 ─ △1,454 ─

１株当たり当期純利益
潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
円銭 円銭

23年12月期 △4.11 ─

22年12月期 △1.07 ─

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

23年12月期 26 △221 △850.9 △0.16

22年12月期 5,459 5,380 98.6 3.95

自己資本 23年12月期 △221百万円 22年12月期 5,380百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
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1)当期の経営成績 

 当連結会計年度（平成23年1月1日～平成23年12月31日）におけるわが国経済は、３月に発生した東日

本大震災により大きな打撃を受けましたが、企業の生産活動や輸出の回復等に伴い緩やかな回復の兆し

が見られました。しかしながら、雇用環境は依然改善しておらず、円高の長期化や株安の進行、電力不

足など、景気の先行きについては依然不透明な状況にあります。 

 世界経済においては、米国の経済及び財政の先行き不透明感や欧州債務危機を背景とした欧米の景気

減速が見られ、中国においても経済成長が鈍化しつつあります。 

 このような状況下、平成23年5月31日付にて、香港高等裁判所により、当社の「その他の関係会社」

に該当するザ・グランデ・ホールディングズ・リミテッド（以下「グランデ」という。）の暫定清算人

が任命され、同社は事実上の倒産に至りました。これにより、当社グループがグランデ・グループに対

し有する債権について、取立不能又は取立遅延の恐れが生じたため、特別損失として貸倒引当金繰入額

を計上するに至りました。 

 これらの結果、当社グループの当連結会計年度の売上高は、前年同期の40,485千円から15,438千円

（前年同期比61.9%減）、営業損失は前年同期の201,891千円から186,159千円（同7.8%減）、経常損失

は前年同期の237,380千円から199,223千円（同16.1%減）となりました。また、特別損失として貸倒引

当金繰入額5,326,498千円を計上した結果、当期純損失は、前年同期の677,449千円から5,527,001千円

（同715.9%増）となりました。 

  

 セグメント別の業績は以下のとおりです。 

 なお、当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平

成21年3月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第20号 平成20年3月21日）を適用しております。なお、当社の音響・映像製品の有償修理及び修理部

品販売に係る事業については、従来「アフターサービス事業」として区分しておりましたが、セグメン

ト区分を変更し、当連結会計年度より「音響・映像機器事業」に含めております。当該変更により、

「音響・映像機器事業」は、同機器の製造・販売業務及びアフターサービス業務により構成されること

となりましたが、製造・販売業務は現在一時休止しており、アフターサービス業務のみの事業活動とな

っております。 

  

(音響・映像機器事業) 

 当社製品の有償修理及び修理部品の販売等により、当連結会計年度の売上高は前年同期の23,017千円

から15,438千円（前年同期比32.9％減）、営業利益は前年同期の1,753千円から1,240千円（同29.3％

減）となりました。 

  

2)次期の見通し 

 次期の我が国経済につきましては、企業生産の回復や震災復興による需要等から、緩やかな回復基調

で推移するものと思われますが、円高の長期化や雇用情勢の低迷等に加え、欧州債務危機による欧米経

済の低迷等による影響により、依然不透明な状況が続くものと思われます。 

 このような状況において、当社グループは、事業の再構築を早期に実施するとともに、更なるコスト

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析
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削減に努め、利益の確保を目指してまいります。 

 平成24年度12月期の連結業績予想は、売上高14百万円（当期比6.7％減）、営業損失194百万円（当期

比4.4％増）、経常損失200百万円（当期比0.7％増）、当期純損失△201百万円（当期比96.3％減）を見

込んでおります。 

1)資産、負債及び純資産の状況 

①資産の状況 

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比較して5,470,448千円減少し、26,153千円とな

りました。 

 流動資産につきましては、現金及び預金の減少10,078千円、未収入金の減少7,270千円、前払費用の

減少8,190千円等により、前連結会計年度末と比較して26,623千円減少し、18,251千円となりました。 

 固定資産につきましては、長期預け金の減少201,278千円、長期未収入金の減少53,650千円、貸倒引

当金の増加5,188,682千円等により、前連結会計年度末と比較して5,443,825千円減少し、7,901千円と

なりました。 

2)負債の状況 

 当連結会計年度末の負債は、前連結会計年度末と比較して165,541千円増加し、268,163千円となりま

した。 

 流動負債につきましては、短期借入金の増加183,500千円、未払金の減少9,222千円、未払法人税等の

減少8,739千円等により、前連結会計年度末と比較して165,541千円増加し、268,163千円となりまし

た。 

3)純資産の状況 

当連結会計年度末の純資産は、当期純損失5,527,001千円、為替換算調整勘定の減少108,986千円等によ

り、前連結会計年度末と比較して5,635,990千円減少し、242,010千円の債務超過となりました。 

②連結キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と比較

して10,078千円減少し、5,731千円となりました。 

なお、当連結会計年度における各キャッシュ・フローは次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果減少した資金は、193,572千円となりました。これは主に、税金等調整前当期純損失

5,525,721千円、貸倒引当金の増加5,326,495千円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において、投資活動は行っておりません。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果増加した資金は、183,498千円となりました。これは主に、短期借入れによる収入

183,500千円によるものであります。 

（２）財政状態に関する分析
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(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

 
 （算出方法） 

・自己資本比率            ：自己資本 / 総資産 

・時価ベースの自己資本比率      ：株式時価総額 / 総資産 

・キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債 / 営業キャッシュ・フロー 

・インタレスト・ガバレッジ・レシオ  ：営業キャッシュ・フロー / 利払い 

（注） １． 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

２． 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式(自己株式控除後)により算出 

   しております。 

３． 有利子負債は、連結貸借対照表に記載されている負債のうち、利子を支払って 

     いるすべての負債を対象としております。 

４． 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動による 

     キャッシュ・フローを使用しております。 

５． 利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

当社グループは、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識しており、株主への安定

配当を目指すとともに、競争力・収益力の向上に向けた事業投資に備えるための内部留保の充実も重要

と考え、これらを総合的に勘案した上で配当を実施することを基本方針としております。 

しかしながら、当期におきましては、損失計上をしておりますので、株主の皆様には大変申し訳ござ

いませんが、引き続き無配とさせていただきたく存じます。 

  

決算短信に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループとして判断

したものであります。 

① 為替レートの変動 

 当社グループが所有する債権及び負担する債務には外貨建て債権及び外貨建て債務が含まれておりま

す。今後の急激な為替変動によっては、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

② 今後の事業展開 

 当社グループの主たる事業は音響・映像機器事業であり、同機器の製造・販売業務及び同機器の有償

修理等のアフターサービス業務により構成されております。しかしながら、同機器の製造・販売業務は

現在一時休止しており、アフターサービス業務のみの事業活動となっており、当該事業の事業規模は減

少傾向にあります。また、テロや戦争等による不安定な国際情勢、現地同業者との競合及び今後の市場

平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年12月期 平成23年12月期

自己資本比率 (％) 92.5 92.7 98.9 △925.4

時価ベースの自己資本比率 
(％)

108.9 93.2 50.0 10,422.6

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率 (年)

― ― ─ ─

インタレスト・カバレッジ・
レシオ (倍)

― ― ─ ─

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク
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動向等の様々なリスクに対応できない場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

③ 大株主について 

 当社の筆頭株主であり主要株主であるハイテック・プレシジョン・プロダクツ・リミテッドは、グラ

ンデの100%所有子会社でありますが、同社が所有する当社株式には香港上海銀行により質権が設定され

ております。同行により当該質権が行使された場合、当社グループの経営体制に影響を及ぼす可能性が

あります。 

④ グランデによる支援の継続について 

 当社グループは、これまで、グランデ及び同社グループによる経営支援を受け経営再建を目指してお

りましたが、平成23年5月31日付の同社の暫定清算人の任命等により、今後の同社による経営支援の継

続等については極めて不透明な状況となっております。これにより、今後の当社グループの経営体制、

事業方針等につき早急に見直す必要が生じておりますが、今後の動向によっては、当社グループの業績

に重大な影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 債務超過について 

 当社グループは、平成23年12月31日時点において242,010千円の債務超過状態にあります。これによ

り、株式会社東京証券取引所の定める株券上場廃止基準に抵触し「債務超過」に係る猶予期間入り銘柄

に指定される見込みとなっており、平成24年12月末日までに債務超過を解消できない場合には、上場廃

止となる可能性があります。 

当社は、将来にわたって事業活動を継続するとの前提に重要な疑義を生じさせるような事象又はその

状況その他会社の経営に重要な影響を及ぼす事象が存在しております。 

  当社は、当連結会計年度を含め、継続的に営業損失を計上しており、また、242,010千円の債務超過

となっております。 

 当社は、グランデ及び同社グループの支援の下、事業規模の拡大に向けた施策の検討を行うと共に、

固定費の削減にも取組み、営業収支の改善に努めてまいりました。しかしながら、平成23年5月31日付

にて、香港高等裁判所によりグランデの暫定清算人が任命され、同社が事実上の倒産に至った影響によ

り、当社の運転資金調達は困難な状況となり、平成24年1月末日現在において、支払期日の過ぎた債務

が発生いたしました。当社は、運転資金確保に向け、同社及び暫定清算人と引き続き協議を行い、別途

同社の親会社グループからの資金調達についても検討しておりますが、現時点においては合意に至って

おらず、支払遅延債務の解消には至っておりません。 

 当社は、グランデより、当社グループが同社グループに対し有する債権について担保を受領してお

り、債権保全のため担保権の行使に向けた準備に着手いたしておりますが、現時点においては、今後の

経営体制及び担保権行使の見通し等の目処は立っておりません。 

（５）継続企業の前提に関する重要事象等
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当社グループ（当社及び連結子会社）は、当社（山水電気株式会社）及び子会社2社により構成されて

おり、音響・映像機器、その他電子機器の製造・販売、音響・映像機器のアフターサービス事業等を主た

る事業としております。 

当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

音響・映像機器、その他電子機器の製造・販売事業は、当社及びサンスイ・セールス・ピーティーイ

ー・リミテッドが行っております。 

音響・映像機器のアフターサービス事業は当社が行っております。 

当社のその他の関係会社であるザ・グランデ・ホールディングズ・リミテッドの間接保有子会社である

ハイテック・プレシジョン・プロダクツ・リミテッドの所有株式数は、平成23年12月31日現在の株主名簿

上では73,000千株（保有割合5.35％）となっており、エイチエスビーシー・ホンコン・シーティーエルエ

ー・（トラスティ）・（アズ・プレッジー）・プレッジ・レッジャー・アカウント（フォー・ハイテッ

ク・プレシジョン・プロダクツ・リミテッド・アズ・プレッジャー）（以下「HSBC」という。）が

468,145千株（保有割合34.34％）を所有する筆頭株主となっております。しかしながら、HSBC名義の株式

468,145千株に係る議決権（468,145個）は、ハイテック・プレシジョン・プロダクツ・リミテッドとHSBC

との契約上、ハイテック・プレシジョン・プロダクツ・リミテッドが行使できることを、当社はザ・グラ

ンデ・ホールディングズ・リミテッドから情報を得ております。従いまして、本決算短信においては、

HSBCを当社の主要株主として扱わず、ハイテック・プレシジョン・プロダクツ・リミテッドを主要株主と

して扱い、また、同社の親会社であるザ・グランデ・ホールディングズ・リミテッド、バリカン・インベ

ストメンツ・コーポレーションおよびザ・グランデ・インターナショナル・ホールディングズ・リミテッ

ドについては、その他の関係会社として扱っております。 

  

(事業系統図) 

以上に述べた事項を事業系統図によって示すと次の通りであります。 

  
 

  

（注）1 ハイテック・プレシジョン・プロダクツ・リミテッドからは、大量保有報告書等により、 

 平成19年12月28日付で319,184千株（発行済み株式総数に対する割合23.42％）を保有して 

 いる旨の報告を受けております。 

  

  

２．企業集団の状況
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(1) 会社の経営の基本方針 

  当社グループの経営の基本方針としては、国内音響市場で高級アンプリファイアーのメーカーと 

 して確立されている高級イメージを基礎として、主として民生用電子機器分野での市場の拡大を目 

 指してまいります。 

(2) 目標とする経営指標 

  当社グループは、平成23年12月末日時点において債務超過の状態にあります。まずは債務超過の 

 解消を図るとともに、赤字体質からの脱却及び営業損益レベルでの黒字化を目標として、事業の再 

 構築及び経費の削減等に取り組んでまいります。 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

  当社グループは、当連結会計年度を含め、継続的に営業損失を計上しております。当社グルー 

 プは、事業の再構築及び経費の削減等に取り組んでいくことにより、企業規模の拡大及び収益力の 

 強化を図る所存であります。 

(4) 会社の対処すべき課題 

 1)当社及び当社グループの現状の認識について 

   当社及び当社グループは、これまで、ザ・グランデ・ホールディングズ・リミテッド及び同社 

  グループによる経営支援を受け経営再建を目指しておりましたが、平成23年5月31日付の同社の 

  暫定清算人の任命等により、今後の当社の経営方針及び経営戦略等につき早急に見直す必要が生 

  じております。 

 2)当面の対処すべき課題 

   当社においてはグランデは事実上の倒産に至ったものと判断いたしました。これにより、当社及 

  び当社グループの資金調達が困難な状況となっており、安定的な資金調達ルートの確保が急務とな 

  っております。 

 3)対処方針 

   当社は、安定的な運転資金の確保に向け、グランデ及び同社の暫定清算人と引き続き協議を行 

うと共に、別途同社グループ外からの調達についても検討してまいります。  

  4)具体的な取組状況等 

   当社グループは、安定的な運転資金の確保に向け、グランデの親会社グループからの融資につ 

  いて、検討を進めております。 

(5) その他、会社の経営上重要な事項 

  該当事項はありません。 

３．経営方針
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,810 5,731

受取手形及び売掛金 2,372 1,282

未収入金 9,207 1,936

前払費用 － 3,040

仮払金 － 6,262

その他 17,487 －

貸倒引当金 △3 △2

流動資産合計 44,874 18,251

固定資産

有形固定資産

工具、器具及び備品 640 640

減価償却累計額 △133 △344

工具、器具及び備品（純額） 506 295

有形固定資産合計 506 295

無形固定資産 0 0

投資その他の資産

投資有価証券 30 30

破産更生債権等 663 660

敷金及び保証金 6,671 6,671

長期預け金 4,418,364 4,217,085

長期未収入金 1,451,907 1,398,256

貸倒引当金 △426,415 △5,615,097

投資その他の資産合計 5,451,220 7,606

固定資産合計 5,451,727 7,901

資産合計 5,496,601 26,153

負債の部

流動負債

短期借入金 43,112 226,612

未払金 48,043 38,820

未払法人税等 11,164 2,425

預り金 299 256

その他 1 48

流動負債合計 102,621 268,163

負債合計 102,621 268,163
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,794,263 5,382,158

資本剰余金 3,900,018 18

利益剰余金 △1,831,137 △3,046,034

自己株式 △1,319 △1,321

株主資本合計 7,861,825 2,334,821

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △2,467,845 △2,576,831

その他の包括利益累計額合計 △2,467,845 △2,576,831

純資産合計 5,393,980 △242,010

負債純資産合計 5,496,601 26,153
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

 連結損益計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

売上高 40,485 15,438

売上原価 25,012 13,564

売上総利益 15,473 1,874

販売費及び一般管理費 ※1 217,364 ※1 188,033

営業損失（△） △201,891 △186,159

営業外収益

受取利息及び配当金 50 31

雑収入 552 38

営業外収益合計 602 70

営業外費用

支払利息 4,993 3,580

為替差損 29,904 9,369

固定資産除却損 6 －

雑損失 1,186 184

営業外費用合計 36,090 13,134

経常損失（△） △237,380 △199,223

特別利益

貸倒引当金戻入額 ※2 28,049 －

特別利益合計 28,049 －

特別損失

固定資産売却損 ※3 466,095 －

固定資産評価損 743 －

貸倒引当金繰入額 － ※2 5,326,498

特別損失合計 466,839 5,326,498

税金等調整前当期純損失（△） △676,169 △5,525,721

法人税、住民税及び事業税 1,280 1,280

法人税等合計 1,280 1,280

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △5,527,001

当期純損失（△） △677,449 △5,527,001
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 連結包括利益計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前当期純損失（△） － △5,527,001

その他の包括利益

為替換算調整勘定 － △108,986

その他の包括利益合計 － ※2 △108,986

包括利益 － ※1 △5,635,988

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － △5,635,988

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,794,263 5,794,263

当期変動額

資本金から剰余金への振替 － △412,104

当期変動額合計 － △412,104

当期末残高 5,794,263 5,382,158

資本剰余金

前期末残高 3,900,027 3,900,018

当期変動額

資本金から剰余金への振替 － 412,104

欠損填補 － △4,312,104

自己株式の処分 △8 －

当期変動額合計 △8 △3,900,000

当期末残高 3,900,018 18

利益剰余金

前期末残高 △1,153,687 △1,831,137

当期変動額

当期純損失（△） △677,449 △5,527,001

欠損填補 － 4,312,104

当期変動額合計 △677,449 △1,214,896

当期末残高 △1,831,137 △3,046,034

自己株式

前期末残高 △1,315 △1,319

当期変動額

自己株式の取得 △15 △1

自己株式の処分 11 －

当期変動額合計 △3 △1

当期末残高 △1,319 △1,321

株主資本合計

前期末残高 8,539,287 7,861,825

当期変動額

当期純損失（△） △677,449 △5,527,001

資本金から剰余金への振替 － －

欠損填補 － －

自己株式の取得 △15 △1

自己株式の処分 2 －

当期変動額合計 △677,462 △5,527,003

当期末残高 7,861,825 2,334,821
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定

前期末残高 △1,761,725 △2,467,845

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△706,119 △108,986

当期変動額合計 △706,119 △108,986

当期末残高 △2,467,845 △2,576,831

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △1,761,725 △2,467,845

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△706,119 △108,986

当期変動額合計 △706,119 △108,986

当期末残高 △2,467,845 △2,576,831

純資産合計

前期末残高 6,777,562 5,393,980

当期変動額

当期純損失（△） △677,449 △5,527,001

自己株式の取得 △15 △1

自己株式の処分 2 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △706,119 △108,986

当期変動額合計 △1,383,582 △5,635,990

当期末残高 5,393,980 △242,010
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純損失（△） △676,169 △5,525,721

減価償却費 2,206 211

貸倒引当金の増減額（△は減少） △59,448 5,326,495

為替差損益（△は益） － 9,369

受取利息及び受取配当金 △50 △31

支払利息 4,993 3,580

有形固定資産売却損益（△は益） 466,095 －

固定資産除却損 6 －

固定資産評価損 743 －

売上債権の増減額（△は増加） 1,078 1,089

たな卸資産の増減額（△は増加） 831 －

未収入金の増減額（△は増加） 81,099 13,935

その他 △90,977 △20,521

小計 △269,591 △191,592

利息及び配当金の受取額 50 31

利息の支払額 △6,083 △731

法人税等の支払額 △1,280 △1,280

営業活動によるキャッシュ・フロー △276,904 △193,572

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の売却による収入 377,820 －

有形固定資産の取得による支出 △640 －

敷金の回収による収入 62,625 －

敷金の差入による支出 △6,671 －

預け金の減少額 199,584 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 632,718 －

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 43,112 183,500

長期借入金の返済による支出 △385,772 －

自己株式の売却による収入 11 －

自己株式の取得による支出 △15 △1

財務活動によるキャッシュ・フロー △342,663 183,498

現金及び現金同等物に係る換算差額 △31 △4

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,117 △10,078

現金及び現金同等物の期首残高 2,692 15,810

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 15,810 ※1 5,731
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（５）継続企業の前提に関する注記

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

当社グループは、当連結会計年度においても、前連結

会計年度に引き続き、201,891千円の営業損失を計上し

ております。当該事象により、継続企業の前提に関する

重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在して

おります。 

連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消す

べく、ザ・グランデ・ホールディングズ・リミテッド及

び同社グループの支援の下、事業規模の拡大に向けた施

策の検討を行うと共に、固定費の削減にも努めてまいり

ましたが、連結子会社の保有不動産の売却に伴う不動産

賃貸事業の終結により、事業規模が更に縮小するに至り

ました。 

当社グループにおいては、縮小した事業規模を拡大すべ

く、施策の早期実現に向け引き続き検討を行っている最

中であり、固定費の削減についても継続して取り組んで

いる状況にありますので、当該対応を行った上でもなお

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められま

す。 

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、

上記のような重要な不確実性の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。 

 

当社は、当連結会計年度においても、前連結会計年度

に引き続き、186,159千円の営業損失を計上しており、 

また、242,010千円の債務超過となっております。当該 

事象により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じ 

させるような事象又は状況が存在しております。 

 連結財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消 

すべく、ザ・グランデ・ホールディングズ・リミテッド 

及び同社グループの支援の下、事業規模の拡大に向けた 

施策の検討を行うと共に、固定費の削減にも取組み、営 

業収支の改善に努めてまいりました。しかしながら、平 

成23年5月31日付にて、香港高等裁判所により、グラン 

デの暫定清算人が任命され、同社が事実上の倒産に至っ 

た影響により、当社の運転資金調達は困難な状況とな 

り、平成24年1月末日現在において、支払期日の過ぎた 

債務が発生いたしました。当社は、運転資金確保に向 

け、同社及び暫定清算人と引き続き協議を行い、別途同 

社の親会社グループからの資金調達についても検討して 

おりますが、現時点においては合意に至っておらず、支 

払遅延債務の解消には至っておりません。 

 当社は、グランデより、当社グループが同社グループ 

に対し有する債権について担保を受領しており、債権保 

全のため担保権の行使に向けた準備に着手いたしており 

ますが、現時点においては、今後の経営体制及び担保権 

行使の見通し等の目処は立っていない状況にありますの 

で、当該対応を行ったうえでもなお継続企業の前提に関 

する重要な不確実性が認められます。 

 連結財務諸表は継続企業を前提として作成されてお 

り、上記のような重要な不確実性の影響を連結財務諸表 

には反映しておりません。
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（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 

 （１）連結子会社の数  ２社

１ 連結の範囲に関する事項 

 （１）連結子会社の数  ２社

(有)山水電気ＳＰＶ 

サンスイ・セールス・ピーティーイー・リミテ

ッド 

 

同左

 （２）非連結子会社の数 ３社

福島サンスイ株式会社及びターギー・リミテッ

ドは営業活動を中止しているため、連結の範囲

に含めておりません。また、サンスイ・カデ

ン・リミテッドは営業活動を行っておらず、ま

た重要性も低いため、当連結会計年度より連結

範囲から除外しました。

 （２）非連結子会社の数 ３社

福島サンスイ株式会社及びターギー・リミテッ

ド並びにサンスイ・カデン・リミテッドは営業

活動を中止しているため、連結の範囲に含めて

おりません。

２ 持分法の適用に関する事項 

 （１）持分法を適用しない非連結子会社    ３社

福島サンスイ株式会社及びターギー・リミテッ

ド並びにサンスイ・カデン・リミテッドは営業

活動を行っていないため、持分法を適用してお

りません。

２ 持分法の適用に関する事項 

 （１）持分法を適用しない非連結子会社    ３社

同左

 （２）持分法を適用した関連会社

該当事項はありません。

 （２）持分法を適用した関連会社

同左

３ 連結子会社の決算日に関する事項

連結子会社の決算日は、連結財務諸表提出会社

の連結決算日とすべて一致しております。

３ 連結子会社の決算日に関する事項

同左

４ 会計処理基準に関する事項

 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のないもの

 ……総平均法による原価法であります。

４ 会計処理基準に関する事項

 （１）重要な資産の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のないもの

 ……同左

 （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

……連結財務諸表提出会社および有限会

社山水電気ＳＰＶの建物は定額法、

その他は定率法によっております。

また、サンスイ・セールス・ピーテ

ィーイー・リミテッドは定額法によ

っております。なお、主な耐用年数

は次の通りであります。

建物 10年～38年

工具・器具
及び備品

2年～6年

 

 （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

……連結財務諸表提出会社の工具、器具

及び備品は定率法によっておりま

す。また、サンスイ・セールス・ピ

ーティーイー・リミテッドは定額法

によっております。なお、主な耐用

年数は次の通りであります。

工具・器具 
及び備品

2年～6年
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前連結会計年度
(自 平成21年１月１日
至 平成21年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

（３）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社の資

産及び負債は決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定に含めて計上してお

ります。

（３）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準

同左

（４）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

 ……債権の貸倒に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率による計算額、貸

倒懸念債権等の特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討し回収不

能見込み額を計上しております。

（４）重要な引当金の計上基準

貸倒引当金

 ……同左

（５）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範 

   囲

――――――

（５）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範 

   囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現

金及び現金同等物）は手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。

（６）消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっており

ます。

（６）消費税等の会計処理方法

同左

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全

面時価評価法を採用しております。

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

――――――

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現

金及び現金同等物）は手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値

の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資か

らなっております。

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

――――――
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（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

会計方針の変更

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

─────── （資産除去債務に関する会計基準等の適用） 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年3月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年3月31日）を適用して

おります。 

 これによる営業損失、経常損失及び税金等調整前当期

純損失に与える影響はありません。 

  

（持分法に関する会計基準及び持分法適用関連会社の会

計処理に関する当面の取扱いの適用） 

 当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」

（企業会計基準第16号 平成20年3月10日公表分）及び

「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第24号 平成20年3月10日）を適用

しております。 

 これによる経常損失及び税金等調整前当期純損失に与

える影響はありません。 

 

 表示方法の変更

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

─────── （連結貸借対照表関係） 

 前連結会計年度において、流動資産の「その他」に含

めていた「前払費用」(前連結会計年度6,256千円)及び

「仮払金」(前連結会計年度11,231千円)は、資産総額の

100分の10を超えたため、当連結会計年度では区分掲記

することとしております。 

  

（連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

22号 平成20年12月26日）に基づき、「財務諸表等規則

等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第5号 平成

21年3月24日）の適用に伴い、当連結会計年度では、

「少数株主損益調整前当期純損失」の科目を表示してお

ります。 
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当連結会計年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日) 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  

 
  

※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

 
  

  

（８）連結財務諸表に関する注記事項

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

 

※１  販売費及び一般管理費の主な内訳

給与手当等 52,756千円

福利厚生費 6,758千円

決算関係費 24,653千円

監査料 26,851千円

法務費等 20,522千円

租税公課 23,771千円

株式費 36,836千円

賃借料 11,474千円

減価償却費 470千円

手数料 4,589千円
 

※１  販売費及び一般管理費の主な内訳

給与手当等 45,974千円

福利厚生費 5,641千円

決算関係費 22,041千円

監査料 27,669千円

法務費等 17,593千円

租税公課 11,347千円

株式費 32,999千円

賃借料 11,436千円

減価償却費 211千円

手数料 3,625千円

※２  貸倒引当金戻入額の内容

当社グループが有している債権について個別に

回収可能性を検討した結果、戻入が生じたもので

あります。

※２  貸倒引当金繰入額の内容

当社グループが有している債権について個別に

回収可能性を検討した結果、貸倒引当金を計上し

たものであります。

※３  固定資産売却損の内容

当社グループが所有していた不動産を売却した

ことに伴い生じたものであります。

―――――――――――

(連結包括利益計算書関係)

親会社株主に係る包括利益 5,635,988千円

少数株主に係る包括利益 ―千円

計 5,635,988千円

為替換算調整勘定 108,986千円

計 108,986千円
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１ 発行済株式に関する事項 

前連結会計年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

 
  

   
（変動事由の概要） 

増加は単元未満株式の買取りによるものであり減少は単元未満株式の買取請求に伴う処分によるものでありま

す。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加は単元未満株式の買取りによるものであります。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

(連結株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,362,999,999 ― ― 1,362,999,999

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 78,249 4,043 691 81,601

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,362,999,999 ― ― 1,362,999,999

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 81,601 613 ― 82,214

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

 

※１ 現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結

貸借対照表に記載されている科目の金額との関

係

(平成22年12月31日現在)

現金及び預金勘定 15,810千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 ─千円

預金及び現金同等物 15,810千円
 

※１ 現金及び現金同等物の連結会計年度末残高と連結

貸借対照表に記載されている科目の金額との関

係

(平成23年12月31日現在)

現金及び預金勘定 5,731千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 ―千円

預金及び現金同等物 5,731千円
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１事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日) 

 
(注) １ 事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

  事業区分は製品の機能別種類により区分いたしました。 

  ［音響・映像機器事業］製品名…ホームシアターシステムスピーカー、MP3プレーヤー専用スピーカー等の

音響機器、液晶テレビの映像機器、関連部品 

  ［アフターサービス事業］…有償修理、修理部品 

  ［不動産賃貸事業］…賃貸料 

２ 営業費用のうち消去又は全社の項目の金額は配賦不能営業費用の金額であり、その主なものは連結財務諸表

  提出会社の管理部門に係る費用であります。 

３ 資産のうち消去又は全社の項目の金額は全社資産の金額であり、その主なものは管理部門における資産等で

  あります。 

【セグメント情報】

音響・映像 
機器事業 
(千円)

アフターサー
ビス事業  
（千円）

不動産  
賃貸事業  
(千円)

計
(千円)

消去又は 
全社 
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

   外部顧客に 
   対する売上高

― 23,017 17,468 40,485 ― 40,485

   セグメント間の 
   内部売上高

― ― ― ― ― ―

計 ― 23,017 17,468 40,485 ― 40,485

    営業費用 614 20,648 11,333 32,596 209,780 242,377

  営業利益又は 
  営業損失(△)

△614 2,368 6,135 7,888 (209,780) △201,891

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出

  資産 5,449,557 2,468 11 5,452,037 44,564 5,496,601

  減価償却費 ― ― 2,071 2,071 133 2,206

  資本的支出 ― ― ― ― 640 640
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前連結会計年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日) 

 
(注)  １ 国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２ 本邦以外の区分に属する地域の内訳は次の通りであります。 

アジア … シンガポール 

３ 資産のうち消去又は全社の項目の金額は全社資産の金額であり、その主なものは管理部門における資産等

であります。 

  

前連結会計年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度 

(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日) 

 当社グループは、「音響・映像機器事業」を報告セグメントとしております。当該事業は、音

響・映像機器の製造・販売業務及び同機器の有償修理等のアフターサービス業務により構成されて

おりますが、製造・販売業務は現在一時休止しており、アフターサービス業務のみの事業活動とな

っております。なお、当社グループは、音響・映像機器事業の単一セグメントであるため、記載を

省略しております。 

  

(追加情報) 

 当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号平成21

年3月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年3月21日）を適用しております。 

２所在地別セグメント情報

日本 
  (千円)

アジア
  (千円)

計
  (千円)

消去又は 
  全社 
  (千円)

連結
  (千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

  売上高

   外部顧客に 
     対する売上高

40,485 ― 40,485 ― 40,485

   セグメント間の 
     内部売上高

― ― ― ― ―

計 40,485 ― 40,485 ― 40,485

営業費用 241,762 614 242,377 ― 242,377

 営業損失 201,277 614 201,891 ― 201,891

Ⅱ 資産 2,479 5,449,557 5,452,037 44,564 5,496,601

３海外売上高

(セグメント情報)
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当連結会計年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日) 

１． 製品及びサービスごとの情報 

連結損益計算書の売上高は、全て音響・映像機器事業の外部顧客への売上高であるため、記載を省

略しております。 

２. 地域ごとの情報 

(1) 売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

(2) 有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

３. 主要な顧客ごとの情報 

(単位：千円) 
 

 

   【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

    当連結会計年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日) 

     該当事項はありません。 

   【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

    当連結会計年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日) 

     該当事項はありません。 

   【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

    当連結会計年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日) 

     該当事項はありません。 

  

【関連情報】

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ボーズ株式会社 4,058 音響・映像機器事業

株式会社エディオン 2,008 音響・映像機器事業
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   前連結会計年度(自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日) 

1. 関連当事者との取引 

 （１） 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

   ① 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 

     該当事項はありません。 

   ② 連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関 

    係会社の子会社等 

 
  （注） １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含んでおりません。 

      ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

                取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 

           ３  その他の関係会社の子会社に対する長期未収入金に対し、400,850千円の貸倒引当金 

               を計上しております。また、当連結会計年度において、24,274千円の貸倒引当金戻入 

               額を計上しております。 

(関連当事者情報)

種類
会社等 

の名称又は氏名
所在地

資本金又は 

出資金

事業の 

内容

議決権等 

の所有 

(被所有)の

割合

関連当事者と

の関係

取引の 

内容

取引 

金額
科目

期末 

残高

その他の

関係会社

の子会社

赤井電機株式 

会社

東京都 

渋谷区
10,000千円

音響・映像 

機器の製造 

・販売

― 役員の兼任 ― ―
長期未収

入金
97,317

その他の

関係会社

の子会社

ナカミチ株式 

会社

東京都 

渋谷区
209,640千円

音響・映像 

機器の製造 

・販売

― 役員の兼任 ― ―
長期未収

入金
215,859

その他の

関係会社

の子会社

ナカミチ販売

株式会社

東京都 

渋谷区
10,000千円

音響・映像

機器の販売
― 役員の兼任 ― ―

長期未収

入金
87,673

その他の

関係会社

の子会社

ジ・アルフ

ァ・キャピタ

ル・サービセ

ス・リミテッ

ド

英領バー

ジン諸島
100米ドル

コーポレー

ト・ファイ

ナンス

― ―
預け金の引

出し
88,117 ― ―
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  （２） 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

     ① 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 

          該当事項はありません。 

     ② 連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関 

         係会社の子会社等 

  

 
    （注） １ 上記金額のうち、取引金額、債権の期末残高には消費税等を含んでおりません。 

           ２ ザ・グランデ・（ノミニーズ）・リミテッドに対する長期未収入金、サンスイ・エン 

               タープライゼス・リミテッド及びジ・アルファ・キャピタル・サービセス・リミテッ 

               ドに対する長期預け金に対して、担保を受け入れております。 

 ２. 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

  （１）親会社情報  

      該当事項はありません。  

  （２）重要な関連会社の要約財務情報  

      該当事項はありません。 

種類
会社等 

の名称又は氏名
所在地

資本金又は 

出資金

事業の 

内容

議決権等 

の所有 

(被所有)の

割合

関連当事者と

の関係

取引の 

内容

取引 

金額
科目

期末 

残高

その他の

関係会社

の子会社

サ ン ス イ・エ

ンタープライ

ゼ ス・リ ミ テ

ッド

英領バー

ジン諸島

1 

米ドル

音響・映像

機器の販売
― ―

― ―
長期未収

入金
210,440

― ―
長期預け

金
1,923,287

その他の

関係会社

の子会社

ザ・グ ラ ン

デ・(ノミニー

ズ)・リミテッ

ド

英領バー

ジン諸島

1 

米ドル

投資持株会

社
― ― ― ―

長期未収

入金
814,400

その他の

関係会社

の子会社

ジ・ア ル フ

ァ・キ ャ ピ タ

ル・サ ー ビ セ

ス・リ ミ テ ッ

ド

英領バー

ジン諸島

100 

米ドル

コーポレー

ト・ファイ

ナンス

― ―
預け金の引

出し
111,466

長期預け

金
2,495,077

山水電気㈱　（6793）　平成23年12月期　決算短信

25



  
当連結会計年度(自 平成23年１月１日 至 平成23年12月31日) 

  1. 関連当事者との取引 

  （1）連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

    ① 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 

       該当事項はありません。 

    ② 連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係 

       会社の子会社等 

 
  （注） １ 上記金額のうち、取引金額には消費税等を含んでおりません。 

         ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

              取引条件は、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。 

         ３  その他の関係会社の子会社に対する長期未収入金に対し、414,299千円の貸倒引当金を計 

             上しております。また、当連結会計年度において、11,452千円の貸倒引当金戻入額を計 

             上しております。 

種類
会社等 

の名称又は氏名
所在地

資本金又は 

出資金

事業の 

内容

議決権等 

の所有 

(被所有)の

割合

関連当事者と

の関係

取引の 

内容

取引 

金額
科目

期末 

残高

その他の

関係会社

の子会社

赤井電機株式 

会社 

 

東京都 

渋谷区 

 

10,000千円

音響・映像 

機器の製造 

・販売 

 

― 役員の兼任 ― ―
長期未収

入金
95,169

その他の

関係会社

の子会社

ナカミチ株式 

会社 

 

東京都 

渋谷区 

 

209,640 

千円 

 

音響・映像 

機器の製造 

・販売 

 

― 役員の兼任 ― ―
長期未収

入金
208,802

その他の

関係会社

の子会社

ナカミチ販売株

式会社

東京都 

渋谷区 

 

10,000 

千円 

 

音響・映像 

機器の販売 

 

― 役員の兼任 ― ―
長期未収

入金
88,209

その他の

関係会社

ハイテック・プ

レシジョン・プ

ロダクツ・リミ

テッド

英領バー

ジン諸島

1 

米ドル 

 

投資持株会社（39.72％） 役員の兼任 ― ―
長期未収

入金
8,442

その他の

関係会社

の子会社

アカイ・セール

ス・ピーティー

イー・リミテッ

ド

シンガポ

ール

2 

シンガポール

ドル 

 

音響・映像機

器の販売
― 役員の兼任 立替取引 1,399 未払金 1,385

その他の

関係会社

の子会社

イノベイティ

ブ・キャピタ

ル・リミテッド

英領バー

ジン諸島

100 

米ドル

コーポレー

ト・ファイ

ナンス及び

投資持株会

社

― ―

支払利息 2,587
長期未収

入金
13,675

資金の借
入

85,000
短期借入

金
128,112
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  （２）連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引 

     ① 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等に限る。）等 

         該当事項はありません。 

     ② 連結財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関 

         係会社の子会社等 

 
  （注） １ 上記金額のうち、取引金額、債権債務の期末残高には消費税等を含んでおりません。 

         ２ その他の関係会社の子会社に対する長期未収入金に対し、5,200,137千円の貸倒引当金を 

             計上しております。また、当連結会計年度において、5,337,951千円の貸倒引当金繰入額 

             を計上しております。 

         ３ ザ・グランデ・（ノミニーズ）・リミテッドに対する長期未収入金、サンスイ・エンタ 

             ープライゼス・リミテッド及びジ・アルファ・キャピタル・サービセス・リミテッドに 

             対する長期預け金に対して、担保を受け入れております。 

２. 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

 （１）親会社情報  

     該当事項はありません。  

 （２）重要な関連会社の要約財務情報  

     該当事項はありません。 

種類
会社等 

の名称又は氏名
所在地

資本金又は 

出資金

事業の 

内容

議決権等 

の所有 

(被所有)の

割合

関連当事者と

の関係

取引の 

内容

取引 

金額
科目

期末 

残高

その他の

関係会社

の子会社

サ ン ス イ・エ

ンタープライ

ゼ ス・リ ミ テ

ッド

英領バー

ジン諸島

1 

米ドル

音響・映像

機器の販売
― ―

― ―
長期未収

入金
194,480

― ―
長期預け

金
1,835,671

その他の

関係会社

の子会社

ザ・グ ラ ン

デ・(ノミニー

ズ)・リミテッ

ド

英領バー

ジン諸島

1 

米ドル

投資持株会

社
― ― ─ ─

長期未収

入金
777,300

その他の

関係会社

の子会社

ジ・ア ル フ

ァ・キ ャ ピ タ

ル・サ ー ビ セ

ス・リ ミ テ ッ

ド

英領バー

ジン諸島

100 

米ドル

コーポレー

ト・ファイ

ナンス

― ― ― ―
長期預け

金
2,381,414

その他の

関係会社

の子会社

イノベイティ

ブ・キ ャ ピ タ

ル・リ ミ テ ッ

ド

英領バー

ジン諸島

100 

米ドル 

 

コーポレー

ト・ファイ

ナンス及び

投資持株会

社

― ― ― ― 未払金 10,726

その他の

関係会社

の子会社

サ ン ス イ・ア

コースティッ

ク ス・リ サ ー

チ・コ ー ポ レ

ーション

英領バー

ジン諸島

1,000 

米ドル 

 

商標権保有

管理
― 役員の兼任 ― ―

長期未収

入金
11,270

その他の

関係会社

の子会社

フ ェ ノ メ ノ

ン・エ ー ジ ェ

ン ツ・リ ミ テ

ッド

英領バー

ジン諸島

50,000 

米ドル 

 

商標権保有

管理
― 役員の兼任 ― ― 未払金 2,331

その他の

関係会社

の子会社

ト ー メ イ・カ

ワ・エ レ ク ト

ロ ニ ク ス・イ

ンターナショ

ナ ル・リ ミ テ

ッド

英領バー

ジン諸島

1 

米ドル 

 

商標権保有

管理
― ― ― ― 未払金 544

山水電気㈱　（6793）　平成23年12月期　決算短信

27



 

 

「リース取引」、「税効果会計」、「金融商品」、「有価証券」、「デリバティブ取引」、「退職

給付」、「ストック・オプション等」、「企業結合等」、「資産除去債務等」、「賃貸等不動産」に

関する注記事項については、決算短信における開示の必要が大きくないと考えられるため、開示を省

略しております。 

(１株当たり情報)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

１株当たり純資産額 3 円 96銭 １株当たり純資産額 △0 円 18銭

１株当たり当期純損失 0 円   50銭 １株当たり当期純損失 4 円 06銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式がないため、及び1株当たり当期純損
失であるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、潜在株式がないため、及び1株当たり当期純損
失であるため記載しておりません。

(注) 算定上の基礎

   １ １株当たり純資産額

連結貸借対照表の純

資産の部の合計額
5,393,980千円

普通株式に係る純資

産額
5,393,980千円

普通株式の発行済株

式数
1,362,999,999 株

普通株式の自己株式

数
81,601 株

１株当たり純資産額

の算定に用いられた

普通株式の数

1,362,918,398 株

 

(注) 算定上の基礎

      １ １株当たり純資産額

連結貸借対照表の純

資産の部の合計額
△242,010千円

普通株式に係る純資

産額
△242,010千円

普通株式の発行済株

式数
1,362,999,999 株

普通株式の自己株式

数
 82,214株

１株当たり純資産額

の算定に用いられた

普通株式の数

1,362,917,785 株

   ２ １株当たり当期純損失

当期純損失 677,449 千円

普通株主に帰属 

しない金額
― 千円

普通株式にかかる 

当期純損失
677,449 千円

期中平均株式数 1,362,920,537 株

   ２ １株当たり当期純損失

当期純損失 5,527,001千円

普通株主に帰属
しない金額

― 千円

普通株式にかかる
当期純損失

5,527,001千円

期中平均株式数 1,362,917,832 株

(重要な後発事象)

当連結会計年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

該当事項はありません。 同左

(開示の省略)
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５．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,717 5,699

受取手形 136 －

売掛金 2,236 1,282

未収入金 2,936 1,858

前払費用 － 3,040

仮払金 － 6,262

その他 17,487 －

貸倒引当金 △3 △2

流動資産合計 38,511 18,141

固定資産

有形固定資産

工具、器具及び備品 640 640

減価償却累計額 △133 △344

工具、器具及び備品（純額） 506 295

有形固定資産合計 506 295

無形固定資産 0 0

投資その他の資産

投資有価証券 30 30

関係会社株式 0 0

関係会社長期貸付金 7,800,000 7,800,000

長期未収入金 1,113,433 1,104,110

破産更生債権等 663 660

敷金及び保証金 6,671 6,671

貸倒引当金 △3,500,811 △8,903,865

投資その他の資産合計 5,419,985 7,606

固定資産合計 5,420,492 7,901

資産合計 5,459,003 26,043

負債の部

流動負債

短期借入金 43,112 226,612

未払金 23,637 18,377

未払法人税等 11,094 2,355

預り金 299 256

その他 1 48

流動負債合計 78,145 247,650

負債合計 78,145 247,650
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,794,263 5,382,158

資本剰余金

資本準備金 3,900,000 －

その他資本剰余金 18 18

資本剰余金合計 3,900,018 18

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △4,312,104 △5,602,462

利益剰余金合計 △4,312,104 △5,602,462

自己株式 △1,319 △1,321

株主資本合計 5,380,857 △221,606

純資産合計 5,380,857 △221,606

負債純資産合計 5,459,003 26,043
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（２）損益計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

売上高 40,485 15,438

売上原価 36,320 13,564

売上総利益 4,165 1,874

販売費及び一般管理費 223,375 187,469

営業損失（△） △219,210 △185,595

営業外収益

受取利息及び配当金 15,953 31

雑収入 541 12

営業外収益合計 16,494 44

営業外費用

支払利息 132 3,580

為替差損 27,919 8,891

固定資産除却損 6 －

雑損失 889 173

営業外費用合計 28,948 12,645

経常損失（△） △231,663 △198,196

特別損失

関係会社株式評価損 2,999 －

固定資産売却損 5,028 －

固定資産評価損 743 －

貸倒引当金繰入額 1,212,729 5,403,056

特別損失合計 1,221,501 5,403,056

税引前当期純損失（△） △1,453,164 △5,601,252

法人税、住民税及び事業税 1,210 1,210

法人税等合計 1,210 1,210

当期純損失（△） △1,454,374 △5,602,462
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 5,794,263 5,794,263

当期変動額

資本金から剰余金への振替 － △412,104

当期変動額合計 － △412,104

当期末残高 5,794,263 5,382,158

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 3,900,000 3,900,000

当期変動額

準備金から剰余金への振替 － △3,900,000

当期変動額合計 － △3,900,000

当期末残高 3,900,000 －

その他資本剰余金

前期末残高 27 18

当期変動額

資本金から剰余金への振替 － 412,104

準備金から剰余金への振替 － 3,900,000

欠損填補 － △4,312,104

自己株式の処分 △8 －

当期変動額合計 △8 －

当期末残高 18 18

資本剰余金合計

前期末残高 3,900,027 3,900,018

当期変動額

資本金から剰余金への振替 － 412,104

準備金から剰余金への振替 － －

欠損填補 － △4,312,104

自己株式の処分 △8 －

当期変動額合計 △8 △3,900,000

当期末残高 3,900,018 18

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △2,857,730 △4,312,104

当期変動額

当期純損失（△） △1,454,374 △5,602,462

欠損填補 － 4,312,104

当期変動額合計 △1,454,374 △1,290,357
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

当期末残高 △4,312,104 △5,602,462

利益剰余金合計

前期末残高 △2,857,730 △4,312,104

当期変動額

当期純損失（△） △1,454,374 △5,602,462

欠損填補 － 4,312,104

当期変動額合計 △1,454,374 △1,290,357

当期末残高 △4,312,104 △5,602,462

自己株式

前期末残高 △1,315 △1,319

当期変動額

自己株式の取得 △15 △1

自己株式の処分 11 －

当期変動額合計 △3 △1

当期末残高 △1,319 △1,321

株主資本合計

前期末残高 6,835,245 5,380,857

当期変動額

当期純損失（△） △1,454,374 △5,602,462

資本金から剰余金への振替 － －

欠損填補 － －

自己株式の取得 △15 △1

自己株式の処分 2 －

当期変動額合計 △1,454,387 △5,602,464

当期末残高 5,380,857 △221,606

純資産合計

前期末残高 6,835,245 5,380,857

当期変動額

当期純損失（△） △1,454,374 △5,602,462

自己株式の取得 △15 △1

自己株式の処分 2 －

当期変動額合計 △1,454,387 △5,602,464

当期末残高 5,380,857 △221,606

山水電気㈱　（6793）　平成23年12月期　決算短信

33



 
  

取締役 中道 武は、平成23年８月31日付にて辞任いたしました。 

該当事項はありません。 

（４）継続企業の前提に関する注記

前事業年度
(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

当社は、当事業年度においても、前事業年度に引き続

き、219,210千円の営業損失を計上しております。当該

事象により、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じ

させるような事象又は状況が存在しております。 

 財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべ

く、ザ・グランデ・ホールディングズ・リミテッド及び

同社グループの支援の下、事業規模の拡大に向けた施策

の検討を行うと共に、固定費の削減にも努めてまいりま

したが、連結子会社の保有不動産の売却に伴う不動産賃

貸事業の終結により、事業規模が更に縮小するに至りま

した。 

 当社においては、縮小した事業規模を拡大すべく、施

策の早期実現に向け引き続き検討を行っている最中であ

り、固定費の削減についても継続して取り組んでいる状

況にありますので、当該対応を行った上でもなお継続企

業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上

記のような重要な不確実性の影響を財務諸表には反映し

ておりません。 

 

当社は、当事業年度においても、前事業年度に引き続 

き、185,595千円の営業損失を計上しており、また、 

221,606千円の債務超過となっております。当該事象に 

より、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせる 

ような事象又は状況が存在しております。 

 財務諸表提出会社である当社は、当該状況を解消すべ 

く、ザ・グランデ・ホールディングズ・リミテッド及び 

同社グループの支援の下、事業規模の拡大に向けた施策 

の検討を行うと共に、固定費の削減にも取組み、営業収 

支の改善に努めてまいりました。しかしながら、平成23 

年5月31日付にて、香港高等裁判所により、グランデの 

暫定清算人が任命され、同社が事実上の倒産に至った影 

響により、当社の運転資金調達は困難な状況となり、平 

成24年1月末日現在において、支払期日の過ぎた債務が 

発生いたしました。当社は、運転資金確保に向け、同社 

及び暫定清算人と引き続き協議を行い、別途同社の親会 

社グループからの資金調達についても検討しております 

が、現時点においては合意に至っておらず、支払遅延債 

務の解消には至っておりません。 

 当社は、グランデより、当社グループが同社グループ 

に対し有する債権について担保を受領しており、債権保 

全のため担保権の行使に向けた準備に着手いたしており 

ますが、現時点においては、今後の経営体制及び担保権 

行使の見通し等の目処は立っていない状況にありますの 

で、当該対応を行ったうえでもなお継続企業の前提に関 

する重要な不確実性が認められます。 

 財務諸表は継続企業を前提として作成されており、上 

記のような重要な不確実性の影響を財務諸表には反映し 

ておりません。

６．その他

(1) 役員の異動

(2) その他
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